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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 株式会社ホームデリカ

株式会社ジョイテック
2. 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日（２月28日）と同一であります。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの…………………移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品（グロサリー）………………売価還元原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
商品（生鮮・その他）……………最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
原材料………………………………最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
貯蔵品………………………………最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産………………………
（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ８年～38年
機械装置及び運搬具 ４年～12年
工具、器具及び備品 ４年～10年
無形固定資産………………………
（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産…………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が2009年２月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

長期前払費用………………………定額法
（3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金…………………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会
計年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金……………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度にお
ける支給見込額に基づき、当連結会計年度負担額を計上しております。

ポイント引当金……………………ポイントカード制度に基づき顧客に付与したポイントの使用に備える
ため、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる金額を
計上しております。

役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末
要支給額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
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ては、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定
額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして
おります。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。
②収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に営業収入と営業原価を計上する方法によっております。

（表示方法の変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度か
ら適用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
1. 当連結会計年度計上額
有形固定資産 108,829百万円
減損損失 157百万円
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2. 会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループでは、各店舗を資産のグルーピングの基本単位としております。
店舗における営業活動から生じる損益が継続してマイナスである場合等に減損の兆候を把握しております。減
損の兆候を把握した店舗は、割引前将来キャッシュ・フローを見積り、割引前キャッシュ・フローの合計額が
固定資産の帳簿価額を下回るものについて、帳簿価額を回収可能額まで減額し、帳簿価額との差額を減損損失
として計上しております。
将来キャッシュ・フローの見積りは、店舗ごとに売上高、売上総利益率、販売費及び一般管理費等の将来予測
が必要であります。将来予測は、消費者マインドの変化、競合他社の動向、気候変動等により大きく影響を受
けるため、不確実性が多く、将来キャッシュ・フローの見積りは仮定を含んでおります。
上記仮定を含む見積りが実際に発生する金額と乖離する場合、翌連結会計年度において、新たな減損損失が発
生する可能性があります。

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響に関する会計上の見積り
新型コロナウイルス感染症の拡大により、引き続き当社グループでは厳重な対策を講じた上での事業活動の継
続等に影響を受けており、連結計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。
当社グループでは、緊急事態宣言や蔓延防止措置法による外出自粛要請等の影響もあり、小売事業において一
時的には内食や生活必需品の需要が拡大しているため、翌連結会計年度の一定期間においても新型コロナウイ
ルス感染症の影響が継続するという仮定に基づいて固定資産の減損会計等の会計上の見積りを行っておりま
す。しかしながら、いったん収束後再拡大するなど新型コロナウイルス感染症の広がりや収束時期の見通しは
依然不透明な状況にあり、今後も業績に影響が及ぶことが想定されることから実際の結果はこれらの見積りと
異なる場合があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産
建物 1,723百万円
土地 2,114百万円
計 3,837百万円
同上に対する債務の額
長期借入金 3,720百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 48,160百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計
年度期首 増加 減少 当連結会計

年度末
普通株式（株） 20,867,800 ― ― 20,867,800

2. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計
年度期首 増加 減少 当連結会計

年度末
普通株式（株） 1,153 134 ― 1,287
（変動事由の概要）
自己株式の増加134株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

3. 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

4. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年
５月27日
定時株主総会

普通株式 959 46.00 2021年
２月28日

2021年
５月28日

2021年
10月７日
取締役会

普通株式 897 43.00 2021年
８月31日

2021年
11月１日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年
５月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 980 47.00 2022年
２月28日

2022年
５月27日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期で安全性の高い預金等に限定しております。また、短期的な運
転資金は銀行借入により調達し、店舗等の設備投資に必要な資金は、銀行借入又はリース取引により調達
しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
売掛金は、すべて短期の回収期日であり、そのほとんどが顧客のキャッシュレス決済等による売上代金の
未収入金であります。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動
リスクに晒されております。
差入保証金は、主に店舗不動産の賃借に伴い差し入れたものであり、差入先の信用リスクに晒されており
ます。
買掛金は、２ヶ月以内の支払期日であり、また、未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は、短期的な運転資金の調達であり、また、長期借入金及びファイナンス・リ
ース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達でありますが、このうちの一部は変動金利の
借入金であり金利の変動リスクに晒されております。
預り保証金は、当社の店舗に入居するテナントから預け入れられたものであります。
これらの債務は、流動性リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、財務状態の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業と
の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
借入金に係る支払金利の変動リスクにつきましては、市場金利の動向を継続的に把握しその抑制に努め
ており、必要に応じて固定金利の長期借入金を調達することにより対応することとしております。

③資金調達に係る流動リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
各部署からの報告に基づき、財務部門が適時に資金計画を作成・更新することなどにより十分な手元流
動性を確保しております。 連結子会社においても、同様の管理を行っております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2022年２月28日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）現金及び預金 11,791 11,791 ―
（2）売掛金 3,538 3,538 ―

（3）投資有価証券
その他有価証券 80 80 ―

（4）差入保証金 8,961 8,529 △431
資産計 24,371 23,939 △431

（1）買掛金 17,917 17,917 ―
（2）短期借入金 500 500 ―
（3）未払法人税等 3,023 3,023 ―
（4）長期借入金 28,124 28,000 △123
（5）リース債務 1,074 1,071 △3
（6）預り保証金 4,222 4,362 139

負債計 54,863 54,875 12

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資産
（1）現金及び預金、並びに（2）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（3）投資有価証券
株式は取引所の価格によっております。

（4）差入保証金
償還金の合計額を残存期間に対応する国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。

負債
（1）買掛金、（2）短期借入金及び（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
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（4）長期借入金及び （5） リース債務
元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しております。なお、長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めており、リース債
務は流動負債と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

（6）預り保証金
償還金の合計額を残存期間に対応する国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 0
差入保証金 584
預り保証金 550
非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有
価証券 その他有価証券」には含めておりません。また、差入保証金及び預り保証金のうち、償還期日が確定
していないものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため「（4）差入保証金」及び
「（6）預り保証金」に含めておりません。

（注3）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 11,791 ― ― ―
売掛金 3,538 ― ― ―
差入保証金 345 2,109 1,632 5,295

合計 15,674 2,109 1,632 5,295

（注4）長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 500 ― ― ― ― ―
長期借入金 6,296 5,701 4,870 4,178 3,444 3,632
リース債務 570 258 72 74 78 20

合計 7,367 5,959 4,942 4,253 3,522 3,652
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（賃貸等不動産に関する注記）
当社では、埼玉県その他の地域において、賃貸商業施設等を有しております。
当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,367百万円（賃貸収益は営業収入に、賃貸費
用は営業原価に計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額

期末時価
期首残高 期中増減額 期末残高

17,299 552 17,852 16,026
（注）1 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。
2 期中増減額のうち、主な増加は不動産の取得 1,049百万円であります。
3 期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い
て調整を行ったものを含む。）又は鑑定会社より鑑定評価書を取得し算定した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 4,008円83銭
2. １株当たり当期純利益 440円30銭
１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
親会社株主に帰属する当期純利益 9,187百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属
する当期純利益 9,187百万円

普通株式の期中平均株式数 20,866,607株

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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（その他の注記）
減損損失
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（1）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所
件数

減損損失
（百万円）

店舗 建物他 埼玉県
１件 157

（2）減損損失の認識に至った経緯
店舗における営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗資産については、各資産グループの
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（3）減損損失の金額
建物及び構築物 151百万円
工具、器具及び備品 3百万円
リース資産 1百万円
長期前払費用 1百万円
計 157百万円

（4）資産のグルーピングの方法
キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピングを行っております。

（5）回収可能価額の算定方法
当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により測定し将来
キャッシュ･フローを主として加重平均資本コスト3.6％で割引いた額を適用しております。

― 10 ―

2022年04月19日 17時31分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式……………………………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの……………………移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品（グロサリー）…………………売価還元原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
商品（生鮮・その他）………………最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
貯蔵品…………………………………最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………………
（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８ 年 ～38年
構築物 10年 ～35年
機械及び装置 ７ 年 ～12年
車両運搬具 ４ 年 ～ ６ 年
工具、器具及び備品 ４ 年 ～10年

無形固定資産…………………………
（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。
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リース資産……………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開
始日が2009年2月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

長期前払費用…………………………定額法
3. 引当金の計上基準

貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負
担額を計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金…………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における
支給見込額に基づき、当事業年度負担額を計上しております。

ポ イ ン ト 引 当 金…………………ポイントカード制度に基づき顧客に付与したポイントの使用に備える
ため、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見込まれる金額を
計上しております。

退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しておりま
す。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給
額を計上しております。
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4. 収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
リース料受取時に営業収入と営業原価を計上する方法によっております。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
るこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から適
用し、会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
1. 当事業年度計上額
有形固定資産 107,539百万円
減損損失 158百万円

2. 会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に記載した内容と同一であります。

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響に関する会計上の見積り
新型コロナウイルス感染症の拡大により、引き続き当社では厳重な対策を講じた上での事業活動の継続等に影
響を受けており、計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。
当社では、緊急事態宣言や蔓延防止措置法による外出自粛要請等の影響もあり、小売事業において一時的には
内食や生活必需品の需要が拡大しているため、翌事業年度の一定期間においても新型コロナウイルス感染症の
影響が継続するという仮定に基づいて固定資産の減損会計等の会計上の見積りを行っております。しかしなが
ら、いったん収束後再拡大するなど新型コロナウイルス感染症の広がりや収束時期の見通しは依然不透明な状
況にあり、今後も業績に影響が及ぶことが想定されることから実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があ
ります。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産
建物 1,723百万円
土地 2,114百万円
計 3,837百万円
同上に対する債務の額
長期借入金 3,720百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 48,055百万円
3. 関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 135百万円
短期金銭債務 1,436百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高 11,587百万円
営業取引以外の取引による取引高 975百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,153 134 ― 1,287
（変動事由の概要）
自己株式の増加134株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
資産除去債務 1,618百万円
減損損失 394百万円
賞与引当金 340百万円
借地権 221百万円
減価償却超過額 207百万円
未払事業税 168百万円
ポイント引当金 136百万円
前受金 119百万円
役員退職慰労引当金 71百万円
未払社会保険料 55百万円
その他 153百万円
繰延税金資産合計 3,487百万円

繰延税金負債
資産除去費用 △1,141百万円
差入保証金 △84百万円
前払年金費用 △28百万円
繰延税金負債合計 △1,254百万円
繰延税金資産の純額 2,233百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
1. 子会社等

種類 会社等
の名称 住所

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

子会社 ㈱ホーム
デリカ

埼玉県
大里郡
寄居町

10 加工食品
製造

（所有）
直接所有
100

資 金 の 貸
付 ・ 借 入、
惣菜商品等
の仕入、不
動産・設備
の賃貸等

資金の
貸付

700 関係会社
長期貸付
金

700

利息の
受取

0 前受収益 0

資金の
借入

― 関係会社
長期
借入金

300

1年内返
済予定の
関係会社
長期借入
金

100

利息の
支払

0 前払費用 0

商品の
仕入

4,128 買掛金 483

不動産・
設備の賃
貸等

288 未収入金 68

前受金 10

子会社 ㈱ジョイ
テック

埼玉県
鶴ヶ島市

10 販売用資
材、店舗備
品及び消耗
品等販売、
清掃業務

（所有）
直接所有
100

資金の借入、
販売用資材、
店舗備品及
び消耗品等
の購入、清
掃業務の委
託等

資金の
借入

― 関係会社
長期
借入金

1,800

1年内返
済予定の
関係会社
長期借入
金

500

利息の
支払

3 前払費用 0

販売用資
材等の
仕入

2,026 買掛金 187

消耗品等
の購入

4,321 未払費用 582

店舗備品
の購入

916 未払金 123

清掃業務
等の委託

548 未払費用 58

物流業務
の受託等

289 未収入金 62

（注）1 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

2 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
3 取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は、市場相場を勘案し決定しております。
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上記取引は、当社と関連を有しない他の事業者と同様の取引条件によっております。

2. 兄弟会社等

種類 会社等
の名称 住所

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

法人主要
株主の
子会社

イオンク
レジット
サービス
㈱

東京都
千代田区

500 金融
サービス業

― クレジット
業務委託等

クレジッ
ト債権の
譲渡等

57,811 売掛金 1,201

（注）1 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

2 取引条件及び取引条件の決定方針等
取引条件は、市場相場を勘案し決定しております。
上記取引は、当社と関連を有しない他の事業者と同様の取引条件によっております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,797円21銭
2. １株当たり当期純利益 431円55銭
１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
当期純利益 9,004百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る当期純利益 9,004百万円
普通株式の期中平均株式数 20,866,607株

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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